
【表紙】
 
【提出書類】　　　　　　　　半期報告書
　　　　　　　　
【提出先】　　　　　　　　　近畿財務局長
 
【提出日】　　　　　　　　　平成22年12月27日
 
【中間会計期間】　　　　　　第65期中（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）
 
【会社名】　　　　　　　　　株　式　会　社　　サ　ッ　パ　ボ　イ　ラ
 
【英訳名】　　　　　　　　　Ｓａｐｐａ　Ｉｒｏｎ　Ｗｏｒｋｓ，Ｌｔｄ．
 
【代表者の役職氏名】　　　　代表取締役社長　　颯　波　基　一
 
【本店の所在の場所】　　　　大阪市北区中津三丁目２５番１６号
 
【電話番号】　　　　　　　　（06）6371－0433
 
【事務連絡者氏名】　　　　　取締役　　颯　波　樟　三
 
【最寄りの連絡場所】　　　　大阪市北区中津三丁目２５番１６号
 
【電話番号】　　　　　　　　（06）6371－0433
 
【事務連絡者氏名】　　　　　取締役　　颯　波　樟　三
 
【縦覧に供する場所】　　　　該当事項はありません。　
 
 

EDINET提出書類

株式会社サッパボイラ(E01470)

半期報告書

 1/32



第一部【企業情報】
　第１【企業の概況】
　　１【主要な経営指標等の推移】

　　　　回　　次 第63期中 第64期中 第65期中 第63期 第64期

会 計 期 間

自平成20年
4月1日
至平成20年
９月30日

自平成21年
4月1日
至平成21年
９月30日

自平成22年
4月1日
至平成22年
９月30日

自平成20年
4月1日
至平成21年
３月31日

自平成21年
4月1日
至平成22年
３月31日

売 上 高　　　（千円） 70,778 131,591 146,001 181,570 294,903
経常利益又は
経常損失(△)　（千円）

△15,220 26,237 22,065 △3,980 63,787

中間(当期)純利益又は
中間(当期)純損失(△)

（千円）
△8,602 16,230 15,917 △2,202 36,541

持分法を適用した場合
の投資利益　　（千円）

― ― ― ― ―

資 本 金　 （千円） 66,000 66,000 66,000 66,000 66,000
発行済株式総数(千株) 1,320 1,320 1,320 1,320 1,320
純資産額　 （千円） 208,211 230,842 267,070 214,611 251,152
総資産額　 （千円） 608,911 650,184 663,604 653,442 638,077
１株当たり純資産額 
（円）

157.73 174.88 202.32 162.58 190.26

１株当たり
中間(当期)純利益又は
中間(当期)純損失(△)
（円）

△6.51 12.29 12.05 △1.66 27.68

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益
（円）

― ― ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― ―
自己資本比率 （％） 34.19 35.50 40.24 32.84 39.36
営業活動による
キャッシュ・フロー
（千円）

9,953 1,017 △18,450 11,342 34,428

投資活動による
キャッシュ・フロー
（千円）

△3,108 △9,016 1,406 2,392 3,222

財務活動による
キャッシュ・フロー
（千円）

5,802 △32,064 △324 38,586 △63,978

現金及び現金同等物の
中間期末(期末)残高 (
千円）　　　 

31,304 30,915 27,281 70,977 44,649

従業員数(人)
(ほか平均臨時雇用者
数）

7
（０）

5
（０）

6
（０）

7
（０）

5
（０）

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、中間連結会計期間等に係る
主要な経営指標等の推移については、記載しておりません。

２．売上高には、消費税等は含まれておりません。
３．持分法を適用した場合の投資利益は、当社は関連会社を有しておりませんので

記載しておりません。
４．潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益は、潜在株式が存在しないため、

記載しておりません。
 
 
 

 
２【事業の内容】

　　　　　 当中間会計期間において、当社が営む事業の内容について重要な変更はありません。
なお、当社は関係会社を有しておりません。

 
３【関係会社の状況】

　　　　 該当事項はありません。
 
４【従業員の状況】
（１）提出会社の状況

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成22年９月30日現在）

従業員数　（人） ６　　（０）
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　　　（注）１．当社は連結子会社を有しておりませんので、従業員数は当社の就業人員の状況でありま
す。
　　　　　　 ２．臨時従業員数は（　）内に、当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。
 
（２）労働組合の状況

　　　　　 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
 
 
 

EDINET提出書類

株式会社サッパボイラ(E01470)

半期報告書

 3/32



第２【事業の状況】
１【業績等の概要】
（１）業績
　　　　当中間会計期間におけるわが国経済は、円高傾向等による景気状況が厳しく、

依然として設備投資の減少は改善されず、少ない引き合い､これによる受注の大幅
な
落ち込みによる厳しい状況が続いています。
このような状況のもと､当社としましては、蒸気機関車用ボイラの修繕工事が２
件
と､営業努力により比較的大型で圧力の高い省エネボイラの受注等もあり、また原
価
の低減に努めた結果、順調に推移した中間会計期間でありました。その結果とし
て、
売上高は146,001千円（前年同期比10.95％の増加）、中間純利益は15,917千円
(前年同期比1.92％の減少)となりました。

 
（２）キャッシュ・フローの状況

　　　　　営業活動によるキャッシュ・フローは、主に税引前中間純利益23,414千円、売上
債権の増加による△23,827千円、たな卸資産の増加△25,217千円、仕入債務の増加
28,197千円等により、18,450千円の支出となりました。

　　　　　投資活動によるキャッシュ・フローは､主に定期預金の払戻による収入8,063千円
等により、1,406千円の収入となりました。
財務活動によるキャッシュ・フローは、短期借入れによる収入と長期借入金の
返済
による324千円の支出となりました。
これにより、現金及び現金同等物の中間期末残高は、前中間会計期間末に比べ
3,633千円減少し、当中間期末は、27,281千円となりました。

 
２【生産、受注及び販売の状況】
（１）生産実績
当中間会計期間の生産実績を事業の種類別に示すと、次のとおりであります。　

事業の種類 金　額（千円） 前年同期比（％）

ボイラー部門 121,695 234.2

計 121,695 234.2

（注)金額は製造原価で表示しており、消費税等は含まれておりません。
 
（２）受注状況

当中間会計期間の事業の種類別の受注状況を示すと次のとおりであります。　　　

事業の種類 受注高（千円）
前年同期比
（％）

受注残高（千円）
前年同期比
（％）

ボイラー部門 48,021 53.5 131,963 97.7

計 48,021 53.5 131,963 97.7

（注）金額には消費税等は含まれておりません。
 

 
 
 
 
（３）販売実績
事業の種類別状況は次のとおりです。　
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事業の種類 販売高（千円） 前年同期比（％）

製　品
部　門

ボイラー部門 116,619 114.6

計 116,619 114.6

不動産
賃貸収入

マンション 25,265 99.0

モータープール 4,116 93.9

計 29,381 98.2

合　　計 146,001 110.9

（注）金額には消費税等は含まれておりません。
 

３【対処すべき課題】
当中間会計期間において、当社が対処すべき課題について重要な変更はありませ

ん。
 

４【事業等のリスク】
当中間会計期間において、本半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関
する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生又は
前
事業年度の有価証券報告書に記載した「事業等のリスク」について重要な変更はあ
り
ません。
　なお、重要事象等は存在しておりません。　
 

５【経営上の重要な契約等】
　当中間会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。
 

６【研究開発活動】
　　　該当事項はありません。
 
７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

当社の中間財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められている会計基
準
に基づき作成されております。当社の中間財務諸表の作成にあたっては、経営者が
採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた､当中間会計期間
末
現在における見積りや評価が含まれております。これらの見積り及び評価について
は
過去の実績等を勘案し、合理的に判断しておりますが、見積り特有の不確実性があ
る
ため、実際の結果と異なる場合があります。
詳細につきましては、「第５　経理の状況　１．中間財務諸表等　（１）中間財務
諸表　中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項」に記載しております。
文中の将来に関する事項は、本半期報告書提出日現在において当社が判断したも
の
であります。
 

　 
 
 
 
 
（１）経営成績の分析
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　　　 当中間会計期間におけるわが国の経済は、企業の厳しい収益状況を背景に設備投資
は減少を続け､雇用・所得環境も厳しさを増す中で個人消費も弱く推移しており､
さら
には円高による輸出や生産への影響も懸念される等、本格回復には至っておりませ
ん。
当社が属するボイラー業界においても、企業収益の悪化や個人消費低迷の影響が
遅
行して現れてきており、取引条件の悪化や新規投資抑制の長期化等の厳しい経営環
境
が続いております。
このような状況のもと、当社は営業努力と原価の低減に努めてまいりました。
① 売上高は、主としてボイラー部門の売上増加により前年同期比10.9％増加の
146,001 千円となりました。　

② 売上総利益は、主としてボイラー部門の売上原価増加により、前年同期比9.3％
減少の61,827千円となりました。　

③ 販売費及び一般管理費は、前年同期比4.9％減少の35,985千円となりました。
④ 上記の結果、営業利益は25,842千円（前年同期比14.8％の減少）となりまし
た。

⑤ 営業外収益は、スクラップ売却収入が主なものであり、252千円となりました。
また営業外費用は、支払利息及び保証料が主なものであり、4,029千円となり
ま
した。

  その結果、経常利益は22,065千円（前年同期比15.9％の減少）となりました。
⑥ 以上の結果、当期中間純利益は15,917千円（前年同期比1.9％の減少）となり
ま
した。
 

　（２）財政状態の分析
　　　 当中間会計期間末の総資産は、663,604千円（前年同期比2.2％の増加）、負債合計

は396,534千円（前年同期比5.1％の減少）となりました。また純資産合計は
267,070
千円（前年同期比15.6％の増加）となりました。
① 流動資産の部は、主として現金及び預金の19,781千円の減少、売掛金28,814千
円の増加、並びに仕掛品19,035千円の増加により、前年同期比17.3％増加の
174,980千円となりました。

② 固定資産の部は、主として減価償却により、前年同期比2.2％減少の488,624千
円となりました。

③ 上記①、②の結果、総資産は前年同期比14,671千円増加し、総資産合計残高は
663,604千円となりました。

④ 流動負債の部は、主として買入債務の増加28,628千円及び短期借入金30,000
千円の増加により、前年同期比56.9％増加の157,103千円となりました。

⑤ 固定負債の部は、主として長期借入金の減少で、前年同期比24.7％減少の
239,431千円となりました。

⑥ 上記④、⑤の結果、負債は前年同期比21,557千円減少で負債合計残高は396,534
千円となりました。

⑦ 純資産の部は、中間純利益の計上で前年同期比36,228千円増加し、当中間末純
資産残高は267,070千円となりました。

 
　（３）キャッシュ・フローの状況の分析

現金及び現金同等物の中間期末残高は、前中間会計期間末に比べ3,633千円減少
し、
当中間期末は、27,281千円となりました。

 
（営業活動によるキャッシュ・フロー）
① 当中間会計期間において営業活動によるキャッシュ・フローは△18,450千円
と
なりました。当中間会計期間の主な増加原因は、税引前中間純利益23,414千円
と仕入債務の増加28,197千円、減価償却費5,254千円であります。また、主な
減少原因は、売上債権の増加23,827千円、たな卸資産の増加25,217千円、法人
税等の支払額20,893千円であります。

　　　 ② 前中間会計期間比較における営業活動によるキャッシュ・フローは19,467千円
の減少となりました。前年同期比較による主な減少原因は、たな卸資産の増加
で
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21,277千円、仕入債務の増加20,985千円、法人税等の支払額の増加で20,538
千円であります。
　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）
① 当中間会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは1,406千円と
な
りました。当中間会計期間における増加原因は、定期預金の払戻しによる収入
8,063千円であります。また、主な減少原因は定期預金の預入による支出△
5,028
千円であります。

② 前中間会計期間比較における投資活動によるキャッシュ・フローは、10,422
千
円の増加となりました。前年同期比較における増加原因は定期預金の払戻の
増
加で8,063千円であります。
　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）
　　　　　 ① 当中間会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは△324千円となり

ました。当中間会計期間における増加原因は短期借入れによる収入30,000千
円
であります。また、減少原因は長期借入金の返済による支出△30,324千円であ
ります。

　　　　　 ② 前中間会計期間比較における財務活動によるキャッシュ・フローは31,740千円
の増加となりました。前年同期比較における増加原因は、当中間会計期間にお
ける短期借入れによる収入30,000千円によるものであります。　
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第３【設備の状況】
１【主要な設備の状況】
　

　　　　当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。
 
　　２【設備の新設、除却等の計画】
 
　　　　前事業年度末において、計画中又は実施中の重要な設備の新設、除却等はありません。

また、当中間会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等の計画はあり
ません。
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第４【提出会社の状況】
１【株式等の状況】

　（１）【株式の総数等】
　　①【株式の総数】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

種　　　　　類 発行可能株式総数（株）

普　通　株　式 2,800,000

計 2,800,000

 
　②【発行済株式】

種　類
中間会計期間末現在
発行数（株）
（平成22年9月30日）

提出日現在発行数（株）
（平成22年12月27日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内　　容

普通株式 1,320,000 1,320,000非上場・非登録

完全議決権株式
であり、権利内容
に何ら限定のない
当社における標準
となる株式

計 1,320,000 1,320,000 － －

（注）当社は、単元株制度を採用しておりません。　
 
　（２）【新株予約権等の状況】
　　　　　 　該当事項はありません。
 
（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　 　該当事項はありません。
 
（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。
 
（５）【発行済株式総数、資本金等の状況】

年　月　日

発行済株式の総数 資　本　金 資本準備金

増減数
(千株)

残　高
(千株）

増減額
（千円）

残　高
（千円）

増減額
（千円）

残　高
（千円）

平成22年9月30日

 
―

 
1,320

 
―

 
66,000

 
―

 
54,179

 
 
 
 
 
 
 
（６）【大株主の状況】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２２年９月３０日現在

氏名又は名称 住　　所 所有株式数（株）
発行済株式総数
に対する所有
株式数の割合

颯　波　樟　三 大阪府豊中市 159,968 12.12％

颯　波　悦　子 大阪府池田市 142,193 10.77％
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颯　波　郁　子 大阪府池田市 118,189 8.95％

颯　波　敏　子 大阪府池田市 111,881 8.48％

颯　波　基　一 大阪府池田市 106,589 8.07％

丸　山　三音子 大阪府池田市 99,343 7.53％

颯　波　隆　友 大阪府豊中市 77,843 5.90%

颯　波　慶　昭 大阪府豊中市 75,925 5.75%

近　藤　卓　三 愛知県犬山市 38,800 2.94%

颯　波　弘　恵 愛知県春日井市 33,000 2.50％

颯　波　敏　夫 大阪府豊中市 33,000 2.50％

計   996,731 75.51%

　
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（７）【議決権の状況】
①【発行済株式】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２２年９月３０日現在

区　　分 株式数（株） 議決権の数（個） 内　　容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式
等）

－ － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式
等）

－ － －
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完全議決権株式（その他） 1,320,000 1,320,000

完全議決権株式であり、権利
内容に何ら限定のない当社
に
おける標準となる株式

単元未満株式 － － －

発行済株式総数 1,320,000 － －

総株主の議決権 － 1,320,000 －

（注）当社は、単元株制度を採用しておりません。
　
②【自己株式等】　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　平成２２年９月３０日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の
住　所

自己名義所有
株式数　（株）

他人名義所有
株式数　
（株）

所有株式数の
合計　（株）

発行済株式総数
に対する所有株式
数の割合　（％）

－ － － － － －

計 － － － － －

 
　２【株価の推移】
　　　 当社株式は非上場・非登録でありますので、該当事項はありません。
 
３【役員の状況】
　　　 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動は

ありません。
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第５【経理の状況】
 
１　中間財務諸表の作成方法について
　　　　当社の中間財務諸表は､｢中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則｣(昭和52

年
大蔵省令第38号。以下｢中間財務諸表等規則｣という｡)に基づいて作成しております。

　　　　なお、前中間会計期間(平成21年４月１日から平成21年９月30日まで)は、改正前の中間財務
諸表等規則に基づき、当中間会計期間(平成22年４月1日から平成22年９月30日まで)は、改
正後
の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。

　　　
　２　監査証明について
　　　　当社は、金融商品取引法第193条の２第1項の規定に基づき、前中間会計期間(平成21年４月

１
日から平成21年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成22年４月1日から平成22年９月
30日
まで)の中間財務諸表については、公認会計士東口喜代一氏により中間監査を受けており
ます。

　　　
　３　中間連結財務諸表について
　　　　当社は子会社がありませんので、中間連結財務諸表は作成しておりません。
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１【中間財務諸表等】
(1)【中間財務諸表】
①【中間貸借対照表】

(単位：千円)

前中間会計期間末
(平成21年９月30日)

当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 55,621 35,840 56,243

受取手形 7,207 3,225 45,850

売掛金 71,882 100,696 34,244

たな卸資産 14,973 34,501 9,283

繰延税金資産 900 1,534 1,331

その他 776 ※3
 612 246

貸倒引当金 △2,243 △1,431 △2,781

流動資産合計 149,119 174,980 144,419

固定資産

有形固定資産

建物（純額） ※2
 275,901

※2
 266,611

※2
 271,239

土地 ※2
 180,208

※2
 180,208

※2
 180,208

その他（純額） 5,798 4,566 4,816

有形固定資産合計 ※1
 461,908

※1
 451,385

※1
 456,263

無形固定資産 375 375 375

投資その他の資産 37,531 36,863 37,019

固定資産合計 499,814 488,624 493,658

資産合計 648,933 663,604 638,077

負債の部

流動負債

支払手形 12,505 32,235 16,391

買掛金 12,879 21,778 9,424

短期借入金 － 30,000 －

1年内返済予定の長期借入金 ※2
 62,238

※2
 60,660

※2
 60,648

未払金 2,385 2,201 2,834

リース債務 216 216 216

未払法人税等 5,308 7,700 20,893

未払消費税等 ※3
 2,492 － ※3

 4,899

預り金 1,378 1,601 1,942

その他 717 710 732

流動負債合計 100,121 157,103 117,984

固定負債

長期借入金 ※2
 269,317

※2
 208,657

※2
 238,993

リース債務 558 342 450

長期預り保証金 31,693 13,986 14,071

繰延税金負債 13,341 15,425 15,425

修繕引当金 3,060 1,020 －

固定負債合計 317,969 239,431 268,940
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(単位：千円)

前中間会計期間末
(平成21年９月30日)

当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度の
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債合計 418,091 396,534 386,924

純資産の部

株主資本

資本金 66,000 66,000 66,000

資本剰余金

資本準備金 54,179 54,179 54,179

資本剰余金合計 54,179 54,179 54,179

利益剰余金

利益準備金 13,900 13,900 13,900

その他利益剰余金

土地圧縮積立金 22,317 22,317 22,317

別途積立金 46,000 46,000 46,000

繰越利益剰余金 28,445 64,673 48,755

利益剰余金合計 110,663 146,891 130,973

株主資本合計 230,842 267,070 251,152

純資産合計 230,842 267,070 251,152

負債純資産合計 648,933 663,604 638,077
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②【中間損益計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年９月30日)

前事業年度の
要約損益計算書

(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

売上高

製品売上高 101,699 116,619 235,265

不動産賃貸収入 29,892 29,381 59,637

売上高合計 131,591 146,001 294,903

売上原価

製品売上原価 51,940 73,438 117,850

不動産賃貸原価 11,426 10,735 26,845

売上原価合計 63,367 84,173 144,696

売上総利益 68,224 61,827 150,206

販売費及び一般管理費 37,865 35,985 78,283

営業利益 30,358 25,842 71,923

営業外収益 ※1
 400

※1
 252

※1
 615

営業外費用 ※2
 4,522

※2
 4,029

※2
 8,751

経常利益 26,237 22,065 63,787

特別利益 － ※3
 1,349 －

税引前中間純利益 26,237 23,414 63,787

法人税、住民税及び事業税 5,308 7,700 20,893

法人税等調整額 4,698 △203 6,352

法人税等合計 10,006 7,497 27,245

中間純利益 16,230 15,917 36,541
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③【中間株主資本等変動計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

株主資本

資本金

前期末残高 66,000 66,000 66,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 66,000 66,000 66,000

資本剰余金

資本準備金

前期末残高 54,179 54,179 54,179

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 54,179 54,179 54,179

資本剰余金合計

前期末残高 54,179 54,179 54,179

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 54,179 54,179 54,179

利益剰余金

利益準備金

前期末残高 13,900 13,900 13,900

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 13,900 13,900 13,900

その他利益剰余金

土地圧縮積立金

前期末残高 22,317 22,317 22,317

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 22,317 22,317 22,317

別途積立金

前期末残高 46,000 46,000 46,000

当中間期変動額

当中間期変動額合計 － － －

当中間期末残高 46,000 46,000 46,000

繰越利益剰余金

前期末残高 12,214 48,755 12,214

当中間期変動額

中間純利益 16,230 15,917 36,541

当中間期変動額合計 16,230 15,917 36,541

当中間期末残高 28,445 64,673 48,755
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(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年９月30日)

前事業年度の要約
株主資本等変動計算書
(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

利益剰余金合計

前期末残高 94,432 130,973 94,432

当中間期変動額

中間純利益 16,230 15,917 36,541

当中間期変動額合計 16,230 15,917 36,541

当中間期末残高 110,663 146,891 130,973

株主資本合計

前期末残高 214,611 251,152 214,611

当中間期変動額

中間純利益 16,230 15,917 36,541

当中間期変動額合計 16,230 15,917 36,541

当中間期末残高 230,842 267,070 251,152

純資産合計

前期末残高 214,611 251,152 214,611

当中間期変動額

中間純利益 16,230 15,917 36,541

当中間期変動額合計 16,230 15,917 36,541

当中間期末残高 230,842 267,070 251,152
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④【中間キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前中間会計期間
(自 平成21年４月１日
 至 平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成22年４月１日
 至 平成22年９月30日)

前事業年度の要約
キャッシュ・フロー計算書

(自 平成21年４月１日
 至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前中間純利益 26,237 23,414 63,787

減価償却費 5,646 5,254 11,291

貸倒引当金の増減額（△は減少） 1,214 △1,349 1,752

修繕引当金の増減額（△は減少） 1,020 1,020 △2,040

受取利息及び受取配当金 △90 △54 △91

雑収入 △310 － －

支払利息及び手形売却損 3,222 2,619 6,151

長期前払費用償却額 1,397 1,384 2,782

固定資産除売却損益（△は益） － 22 －

売上債権の増減額（△は増加） △36,619 △23,827 △37,624

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,940 △25,217 1,749

仕入債務の増減額（△は減少） 7,212 28,197 7,644

未払金の増減額（△は減少） △707 △633 －

未払消費税等の増減額（△は減少） 805 △4,899 3,212

預り保証金の増減額（△は減少） － － △17,621

その他の資産の増減額（△は増加） △183 △295 345

その他の負債の増減額（△は減少） △709 △556 △496

小計 4,194 5,078 40,844

利息及び配当金の受取額 90 54 91

利息の支払額 △3,222 △2,689 △6,151

その他の収入 310 － －

法人税等の支払額 △355 △20,893 △355

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,017 △18,450 34,428

投資活動によるキャッシュ・フロー

定期預金の預入による支出 △8,144 △5,028 △32

定期預金の払戻による収入 － 8,063 5,000

有形固定資産の取得による支出 － △400 －

保険積立金の積立による支出 △872 △1,228 △1,745

投資活動によるキャッシュ・フロー △9,016 1,406 3,222

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 － 30,000 －

長期借入金の返済による支出 △32,064 △30,324 △63,978

財務活動によるキャッシュ・フロー △32,064 △324 △63,978

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △40,062 △17,368 △26,327

現金及び現金同等物の期首残高 70,977 44,649 70,977

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※
 30,915

※
 27,281

※
 44,649
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【中間財務諸表作成の基本となる重要な事項】
 

項　　目

 

前中間会計期間
（自 平成21年 ４月　1 日
至 平成21年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成22年 ４月 1日
至 平成22年９月30日）

前事業年度
（自 平成21年 ４月　1日
　至 平成22年 ３月31日）

１．資産の評価基準
及び評価方法

（１）その他有価証券
　　（時価のないもの）
　　　移動平均法による原価法
（２）たな卸資産
個別法による原価法（貸借
対照表価額は収益性の低下に
基づく簿価切下げの方法に
より算定）によっておりま
す。
 

（１）その他有価証券
　　（時価のないもの）
　　　同　　　左
（２）たな卸資産

同　　　左
 

（１）その他有価証券
　（時価のないもの）
　　　同　　　左
（２）たな卸資産

同　　　左
　
 
 
 

２．固定資産の減価償却
の方法

（１）有形固定資産
　（リース資産除く）
　　　製品製造部門については
定率法を採用しております。
マンション等の不動産賃貸
部門においては定額法を採
用
しております。
なお、耐用年数及び残存
価額については、法人税法に
規定する方法と同一の基準
に
よっております。
 
 
 
 
（２）無形固定資産　　　　　
（リース資産除く）
定額法によっております。
 
（３）リース資産
所有権移転外ファイナンス
・
リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零とする定額法を
採用しております。
なお、リース取引開始日が
平成
20年３月31日以前の所有権移
転
外ファイナンス・リース取引
に
ついては、通常の賃貸借取引
に
係る方法に準じた会計処理を
引き続き採用しております。
 
（４）長期前払費用
均等償却によっておりま
す。

（１）有形固定資産
　　（リース資産除く）
　　　同　　　左
 
 
 
 
 
 
 

 
 
 
 

 
（２）無形固定資産
　　（リース資産除く）　　　　　

同　　　左
 

（３）リース資産
同　　　左

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
（４）長期前払費用
　　　同　　　左
　
 
 

（１）有形固定資産
　　(リース資産除く)
　　　製品製造部門については定
率法

を採用しております。マンショ
ン
等の不動産賃貸部門において
は
定額法を採用しております。
　なお、耐用年数及び残存価額に
ついては、法人税法に規定する
方法と同一の基準によっており
ます。
また、平成19年３月31日以前
に取得したものについては、償
却
可能限度額まで償却が終了した
翌年から５年間で均等償却する
方法によっております。
 
（２）無形固定資産　　　　　
　　（リース資産除く）

同　　　左
（３）リース資産
　所有権移転外ファイナンス・
リース取引に係るリース資産
　リース期間を耐用年数とし、
残存価額を零として算定する
方法によっております。
なお、リース取引開始日が
平成20年３月31日以前のリース
取引については、通常の賃貸借
取引
に係る方法に準じた会計処理に
よっております。
 
 
（４）長期前払費用
　　 同　　　左
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項　　目

 

前中間会計期間
（自 平成21年 ４月　1日
　至 平成21年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成22年 ４月　1日
至 平成22年９月30日）

前事業年度
（自 平成21年 ４月　1日
　至 平成22年３月31日）

３．引当金の計上基準 （１）貸倒引当金　

　金銭債権の取立不能に備え

る

ため、一般債権については貸

倒

実績率により、貸倒懸念債権

及び

破産更生債権については、個

別に

回収可能性を検討し、回収不

能

見込み額を計上しておりま

す。

（２）マンション修繕引当金

賃貸マンションにおける将

来の

定期的な修繕に要する支出に

備え

るため、合理的に見積もった

修繕

費のうち、当中間会計期間に

負担

すべき金額を計上しておりま

す。

（１）貸倒引当金　
　　　同　　　左
 
 
 
 
（２）マンション修繕引当金
　　　同　　　左

（１）貸倒引当金

　　　同　　　左

 

 

 

 

 

（２）マンション修繕引当金

同　　　左

４．リース取引の処理方法
 

　リース取引開始日がリース
取引に関する会計基準の改正
適用初年度前の所有権移転外
ファイナンス・リース取引に
ついては、通常の賃貸借取引
に
係る方法に準じた会計処理を
引き続き採用しております。

　 　同　　　左 同　　　左
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５．ヘッジ会計の方法 ①ヘッジ会計の方法
　原価法
「金融商品に係る会計基準の
設定
に関する意見書」（企業会計
審議会
平成11年１月22日）注釈14を
適用、ヘッジ会計の要件を満
たしており、想定元本、利息の
受払条件及び
契約期間が当該長期借入金と
ほぼ同一であります。
②ヘッジ手段とヘッジ対象
長期借入金に対する金利ス
ワップ
③ヘッジ方針
　当社は、借入金に係る金利上
昇
リスクを回避し、キャッシュ
・
フローを確定させるためス
ワップ
取引（受取変動・支払固定）
を
行っております。
④ヘッジ有効性評価の方法
　金利相場変動を半期ごとに
比較
し将来の受取変動額と支払固
定額
の現在価値合計を比較し、評
価損益を計算することにして
おりますが、特例措置によっ
ているので有効性の評価を省
略しております。
 

　同　　　左 　　同　　　左

 
項　　目

 

前中間会計期間
（自 平成21年 ４月　1日
至 平成21年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成22年 ４月　1日
至 平成22年９月30日）

前事業年度
（自 平成21年 ４月　1日
　至 平成22年３月31日）

６．中間キャッシュ・フ
ロー
計算書（キャッシュ・フ
ロー
計算書）における資金の範
囲

　手許現金及び随時引き出し
可能な預金であります。

同　　　左 同　　　左

７．その他中間財務諸表
(財務諸表)作成のための
基本となる重要な事項
 
消費税等の会計処理
について

 
 
 
 
消費税及び地方消費税の会計
処理は、税抜方式によってお
ります。

 
 
 
 

同　　　左

 
 
 
 
　　　同　　　左　　
 

 
【会計方針の変更】

前中間会計期間末
(平成21年９月30日)

当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

──────
 

(資産除去債務に関する会計基準等の適
用)
　当中間会計期間から、「資産除去債務に
関する
会計基準」（企業会計基準第18号　平成
20年
３月31日）及び「資産除去債務に関する
会計
基準の適用指針」（企業会計基準適用指
針第21
号　平成20年３月31日）を適用しており
ます。
これによる損益への影響はありません。

──────
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【注記事項】
（中間貸借対照表関係）

前中間会計期間末
(平成21年９月30日)

当中間会計期間末
(平成22年９月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※1有形固定資産の減価償却累計額
　　　　　　　379,310千円
 
※2担保資産
　　イ　担保差入資産

建物　　 275,901千円
土地　　　 180,208千円
計　　　 456,109千円

 
ロ　債務の内容
　　長期借入金　 274,163千円

　　　　　　

※1有形固定資産の減価償却累計額
　　　　　　　388,762千円
 
※2担保資産
　　イ　担保差入資産

建物　　 266,611千円
土地　　　 180,208千円
計　　　 446,819千円

 
ロ　債務の内容
　　長期借入金　 269,317千円

　　　　　　

※1有形固定資産の減価償却累計額
　　　　　　384,955千円
 
※2担保資産
　長期借入金(1年以内返済長期借入金を
含む)299,641千円の担保として抵当に
供しているのは、次のとおりでありま
す。
　　　建　物　271,239千円
　　　土　地　180,208千円　
　　　　計　　451,447千円

※3消費税等の取扱

　仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺
の
うえ、未払消費税額等2,492千円として表
示
しております。

※3消費税等の取扱
仮払消費税等及び仮受消費税等は相殺
の
うえ、未収消費税額等390千円を流動資産
その他に含めて表示しております。　　　　　　
　

※3消費税等の取扱

　仮払消費税等及び仮受消費税等は相
殺の
うえ、未払消費税額等4,899千円として
表示
しております。　　　　　　　

（中間損益計算書関係）
前中間会計期間

(自 平成21年４月1日
至 平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成22年４月1日
至 平成22年９月30日)

前事業年度
(自 平成21年４月1日
至 平成22年３月31日)

※1　営業外収益のうち主要なもの
　　受取利息　　　　　 86千円
　　受取配当金　　　　　 4千円
　　保険金収入　　　　 257千円
 
※2営業外費用のうち主要なもの
　支払利息　　　　　　3,222千円
　支払保証料　　　　　1,299千円
　　　　　　　　　　　

──────
 
 
4　減価償却実施額
有形固定資産　　5,646千円
　長期前払費用　 1,397千円

計　　　　 7,044千円

※1　営業外収益のうち主要なもの
　　受取利息　　　　　 50千円
　　受取配当金　　　　　 4千円
　　スクラップ売却収入　　176千円
 
※2営業外費用のうち主要なもの
　支払利息　　　　　　 2,619千円
　支払保証料　　　　　 1,371千円
　　　　　　　　　　　
※3特別利益のうち主要なもの
　貸倒引当金戻入　　　　 1,349千円
 
4　減価償却実施額
有形固定資産　　5,254千円
　長期前払費用　 1,384千円

計　　　　 6,639千円

※1　営業外収益のうち主要なもの
　　受取利息　　　　　　　 87千円
　　受取配当金　　　　　　　4千円
　　スクラップ売却収入　　177千円
　
※2営業外費用のうち主要なもの
　支払利息　　　　　　 6,151千円
　支払保証料　　　　　 2,599千円　　　　
 
　　　　　　───────
 
 
4　減価償却実施額
有形固定資産　　11,291千円
　長期前払費用　　 2,782千円

計　　　　 14,073千円

 
 
 
 
 
 
 
 
 
(中間株主資本等変動計算書関係)
前中間会計期間（自　平成21年４月１日　至　平成21年９月30日）
１.　発行済株式に関する事項

株式の種類
前事業年度末株式数

（株）
増加
（株）

減少
（株）

当中間会計期間末
株式数　　（株）

普通株式 1,320,000 ― ― 1,320,000

２.　自己株式に関する事項
　　　　該当事項はありません。
３.　新株予約権等に関する事項
　　　　該当事項はありません。
４.　配当に関する事項
　　　　該当事項はありません。
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当中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）
１.　発行済株式に関する事項

株式の種類
前事業年度末株式数

（株）
増加
（株）

減少
（株）

当中間会計期間末
株式数　　（株）

普通株式 1,320,000 ― ― 1,320,000

２.　自己株式に関する事項
　　　　該当事項はありません。
３.　新株予約権等に関する事項
　　　　該当事項はありません。
４.　配当に関する事項
　　　　該当事項はありません。
 
前事業年度 (自　平成21年４月１日　至　平成22年３月31日)
１.　発行済株式に関する事項

株式の種類
前事業年度末
　株式数　（株）

増加
（株）

減少
（株）

当事業年度末
　株式数　（株）

　　普通株式 1,320,000 ― ― 1,320,000

２. 自己株式に関する事項
該当事項はありません。

３.　新株予約権等に関する事項
　　　　該当事項はありません。
４.　配当に関する事項
　　　　該当事項はありません。
 
（中間キャッシュ・フロー計算書関係）

前中間会計期間
(自 平成21年４月1日
至 平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成22年４月1日
至 平成22年９月30日)

前事業年度
(自 平成21年４月1日
至 平成22年３月31日)

※　現金及び現金同等物の中間期末残高
と中間貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係

 
現金及び預金　　55,621千円
　預入期間３ヶ月を超える
　定期預金　　　△24,705千円
　現金及び現金同等物
　　　　　　　　　30,915千円

※　現金及び現金同等物の中間期末残
高
と中間貸借対照表に掲記されてい
る
科目の金額との関係

 
現金及び預金　　35,840千円
　預入期間３ヶ月を超える
　定期預金　　　△8,558千円
　現金及び現金同等物
　　　　　　　　　27,281千円

※　現金及び現金同等物の期末残高と
貸借対照表に掲記されている科目の
金額との関係

 
　現金及び預金　　56,243千円
　預入期間３ヶ月を超える
　定期預金　　　△11,593千円
　現金及び現金同等物
　　　　　　　　　44,649千円

 
 
（リース取引関係）

前中間会計期間
(自 平成21年４月1日
至 平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成22年４月1日
至 平成22年９月30日)

前事業年度
(自 平成21年４月1日
至 平成22年３月31日)

リース物件の所有権が借主に移転すると
認められるもの以外のファイナンス・
リース
取引に係る注記
 
①　リース物件の取得価格相当額、
　減価償却累計額相当額及び中間期末
　残高相当額
　工具器具備品及び車両運搬具
　取得価額相当額　　　 1,386千円
　減価償却累計相当額　 1,000千円
　中間期末残高相当額　 　　386千円
注）取得価額相当額は、未経過リース料
中間期末残高が有形固定資産の中間期末
残高

等に占める割合が低いため、支払利子込
法に

より算定しております。
 

リース物件の所有権が借主に移転する
と
認められるもの以外のファイナンス・
リース
取引に係る注記
 
①　リース物件の取得価格相当額、
　減価償却累計額相当額及び中間期末
　残高相当額
　工具器具備品及び車両運搬具
　取得価額相当額　　　 588千円
　減価償却累計相当額　 343千円
　中間期末残高相当額　 245千円
注）取得価額相当額は、未経過リース料
中間期末残高が有形固定資産の中間期
末残高

等に占める割合が低いため、支払利子込
法に

より算定しております。
 

リース物件の所有権が借主に移転する
と
認められるもの以外のファイナンス・
リース
取引に係る注記
 
①　リース物件の取得価格相当額、
　減価償却累計額相当額及び期末
残高相当額
工具器具備品及び車両運搬具
　取得価額相当額　　 588千円
減価償却累計相当額　 301千円
　期末残高相当額　　　 287千円
注）取得価額相当額は、未経過リース料
期末残高が有形固定資産の期末残高等
に
占める割合が低いため、支払利子込法に
より算定しております。
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②　未経過リース料中間期末残高相当額
　　１年以内　　　　　 141千円
　　１年超 245 千円 
　　　合計　　　　 　　386千円
注）未経過リース料中間期末残高相当額
は、
未経過リース料中間期末残高が有形固定
資産
の中間期末残高等に占める割合が低いた
め、
支払利子込法により算定しております。
③　支払リース料及び減価償却費相当額
　　　支払リース料　　 　99千円
　　　減価償却費相当額　 99千円
④　減価償却費相当額の算定方法
　リース期間を耐用年数とし、残存総額を
零と
する定額法によっております。

②　未経過リース料中間期末残高相当額
　　１年以内　　　　　 84千円
　　１年超 161 千円 
　　　合計　　　　 　　245千円
注）同左
 
 
 
③　支払リース料及び減価償却費相当額
　　　支払リース料　　 　42千円
　　　減価償却費相当額　 42千円
④　減価償却費相当額の算定方法
　　　同　　　　　左

②　未経過リース料期末残高相当額
　１年以内　　　　　　 84千円
　１年超　　　　　　　203千円
　　合計　　　　　 287千円
注）未経過リース料期末残高相当額は、
未経過リース料期末残高が有形固定資
産の
期末残高等に占める割合が低いため、支
払
利子込法により算定しております。
③　支払リース料及び減価償却費相当額
　　支払リース料　　　　　198千円
　　減価償却費相当額　　　198千円
④　減価償却費相当額の算定方法
　同　　　　　左　　

 
（金融商品関係）
当中間会計期間（自 平成22年４月1日　至 平成22年９月30日）
金融商品の時価等に関する事項

　 平成22年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりで
あります。
　 なお、時価を把握することが極めて困難と認められるものは、次表に含めておりません（（注２）参
照）。

 中間貸借対照表計上
額

（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）

（1） 現金及び預金 35,840 35,840 ―
（2） 受取手形及び売
掛金

103,922 103,922 ―

資産計 139,762 139,762 ―
（1） 支払手形及び買
掛金

54,013 54,013 ―

（2） 長期借入金 （
*1）

269,317 269,364 47 

負債計 323,330 323,377 47 
(*1)　1年以内返済予定の長期借入金は長期借入金に含めております。
 
 
（注1）　金融商品の時価の算定方法
資産
（1）　現金及び預金　　 預金はすべて満期が1年以内であるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、

当該帳簿価額によっております。
（2）　受取手形及び売掛金　　すべて回収期間が１年以内であり、時価は帳簿価額と近似していること
から、

当該帳簿価額によっております。
負債
（1）　支払手形及び買掛金　　すべて支払い期間が１年以内であり、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、
当該帳簿価額によっております。

（2）　長期借入金　　 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合
に

想定される利率で割引いて算定する方法によっております。
(注2) 時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品　　　　　　(単位：千円)

区分 中間貸借対照表計上額
非上場株式 800

 
前事業年度（自 平成21年４月1日　至 平成22年３月31日）
金融商品の時価等に関する事項
平成22年３月31日おける貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりでありま
す。

 貸借対照表計上額
（千円）

時価
（千円）

差額
（千円）
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（1） 現金及び預金 56,243 56,243 ―
（2） 受取手形及び売
掛金

80,095 80,095 ―

資産計 136,338 136,338 ―
（1） 支払手形及び買
掛金

25,816 25,816 ―

（2） 長期借入金 （
*1）

299,641 300,621 980 

負債計 325,457 326,437 980 
(*1)　1年以内返済予定の長期借入金は長期借入金に含めております。
 
（注1）　金融商品の時価の算定方法
資産
（1）　現金及び預金　　 預金はすべて満期が1年以内であるため、時価は帳簿価額と近似していること
から、

当該帳簿価額によっております。
（2）　受取手形及び売掛金　　すべて回収期間が１年以内であり、時価は帳簿価額と近似していること
から、

当該帳簿価額によっております。
負債
（1）　支払手形及び買掛金　　すべて支払い期間が１年以内であり、時価は帳簿価額と近似しているこ

とから、
当該帳簿価額によっております。

（2）　長期借入金　　 長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合
に

想定される利率で割引いて算定する方法によっております。
 

(注2) 長期借入金の決算日後の返済予定額　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　(単位：千円)

　
1年以内

1年超
2年以内

2年超
3年以内

3年超
4年以内

4年超
5年以内

5年超

長期借入金 60,64853,63837,87735,40822,99289,078
　
 
 
 
 
 
（有価証券関係）
前中間会計期間末（平成21年９月30日）
　１．時価のある有価証券
　　　　該当事項はありません。
　２．時価評価されていない有価証券

　区分 中間貸借対照表計上額
その他有価証券
　　非上場株式

 
800千円

当中間会計期間末（平成22年９月30日）
　１．時価のある有価証券
　　　　該当事項はありません。
　２．時価評価されていない有価証券

　区分 中間貸借対照表計上額
その他有価証券
　　非上場株式

 
800千円

前事業年度末（平成22年３月31日）
　１．時価のある有価証券
　　　　該当事項はありません。
　２．時価評価されていない有価証券

　区分 中間貸借対照表計上額
その他有価証券
　　非上場株式

 
800千円

 
（デリバティブ取引関係）
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前中間会計期間末
（平成21年９月30日）

当中間会計期間末
（平成22年９月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

　当社は、デリバティブ取引を全く行っ
て
おりませんので、該当事項はありませ
ん。

同　　　左
 

同　　　左

 
(ストック・オプション等関係)

前中間会計期間
（自 平成21年４月1日
　 至 平成21年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成22 年４月１日
　 至 平成22年９月30日）

前事業年度末
（自 平成21 年４月１日
　 至 平成22年３月31日）

該当事項はありません。
 

同　　　左 同　　　左

 
（持分法損益等）

前中間会計期間
（自 平成21年４月1日
　 至 平成21年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成22 年４月１日
　 至 平成22年９月30日）

前事業年度末
（自 平成21 年４月１日
　 至 平成22年３月31日）

当社は、子会社及び関連会社は
ありません。

同　　　左

 
同　　　左

 
（企業結合等関係）

前中間会計期間
（自 平成21年４月1日
　 至 平成21年９月30日）

当中間会計期間
（自 平成22 年４月１日
　 至 平成22年９月30日）

前事業年度末
（自 平成21 年４月１日
　 至 平成22年３月31日）

該当事項はありません。
 

同　　　左 同　　　左

 
（資産除去債務関係）
　 当中間会計期間末（平成22年９月30日）

該当事項はありません。
 
（賃貸等不動産関係）
当中間会計期間（自 平成22年４月1日　至 平成22年９月30日）
賃貸等不動産の中間貸借対照表計上額及び中間決算日における時価に前事業年度の末日に比

して
著しい変動が認められないため、賃貸等不動産の中間貸借対照表計上額及び当中間会計期間にお

ける
主な変動並びに中間決算日における時価及び当該時価の算定方法は、省略しております。
 
前事業年度（自 平成21年４月1日　至 平成22年３月31日）
賃貸等不動産の貸借対照表計上額及び当事業年度における主な変動並びに決算日における時

価
及び当該時価の算定方法は以下のとおりであります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

貸借対照表計上額
当事業年度末
における時価前事業年度末

残高
当事業年度
増減額

当事業年度末
残高

282,381 △ 9,194 273,187 495,000

（注） 1.　貸借対照表計上額は、取得価額から減価償却累計額を控除した金額であります。
　　　 　　　2.　主な変動
　　　　　 　　　減少は、当期の減価償却費であります。　　　　　　　

3. 時価の算定方法
「不動産鑑定評価基準」に基づいて不動産鑑定士が算定した金額に基づいております。

 
（１株当たり情報）

前中間会計期間
(自 平成21年４月1日
至 平成21年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成22年４月1日
至 平成22年９月30日)

前事業年度
(自 平成21年４月1日
至 平成22年３月31日)
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１株当たり純資産額　　　 174.88円
１株当たり中間純利益金額　 12.29円
 
１株当たり中間純利益の算定の基礎に
ついては、損益計算書上の当中間純利益
から控除すべき普通株主に帰属しない金
額はありません。また
当中間会計期間を通して株式（普通株
式）の増減もなく、自己株式の取得及び
保有もありませんので、損益計算書上の
中間純利益を発行済普通株式数で除して
算定しております。
　なお、潜在株式調整後1株当り中間純利
益に
ついては、潜在株式を有しておりません
ので、
記載しておりません。

１株当たり純資産額　　 202.32円
１株当たり中間純利益金額 12.05円
 

同　　　左
 

１株当たり純資産額　　 190.26円
１株当たり当期純利益金額　 27.68円　　　
 
　１株当たり純利益の算定の基礎につい
ては、
損益計算書上の当期純利益から控除すべ
き普通株主に帰属しない金額はありませ
ん。また当会計期間を通して株式（普通
株式）の増減もなく、自己株式の取得及
び保有もありませんので、損益計算書上
の当期純利益を発行済普通株式数で除し
て算定しております。
なお、潜在株式調整後1株当たり当期純利
益に
ついては、潜在株式を有しておりません
ので、
記載しておりません。

 
 
 
 
 
 
 
 
（注）1. 1株あたり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 前中間会計期間末
(平成21年９月30日）

当中間会計期間末
（平成22年９月30日）

前事業年度末
（平成22年３月31日）

純資産の部の合計額　(千円) 230,842 267,070 251,152
純資産の部の合計額から控除
する
金額(千円)　　

― ― ―

普通株式に係る中間期末(期
末)の
純資産額(千円)　　　

230,842 267,070 251,152

1株あたり純資産額の算定に
用いられた中間期末(期末)の
普通株式の数　　　　　(千株)

1,320 1,320 1,320

 
（注）２.　１株当たり中間（当期）純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 前中間会計期間
(自平成21年４月 1日
至平成21年９月30日）

当中間会計期間
(自平成22年４月 1日
至平成22年９月30日）

前事業年度
(自平成21年４月 1日
至平成22年３月31日）

中間(当期)純利益(千円) 16,230 15,917 36,541
普通株主に帰属しない金額　　
　　　　　　　(千円)

― ― ―

普通株式に係る中間(当期)純
利益
(千円)

16,230 15,917 36,541

普通株式の期中平均株式数　　
　　　　　　　(千株)

1,320 1,320 1,320

 
（重要な後発事象）
前中間会計期間（自 平成21年４月1日　至 平成21年９月30日）

　　　　 該当事項はありません。
当中間会計期間（自 平成22年４月1日　至 平成22年９月30日）
該当事項はありません。

前事業年度（自 平成21年４月1日　至 平成22年３月31日）
該当事項はありません。

 
（２）【その他】
 
　　　　該当事項はありません。
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第６【提出会社の参考情報】
 
当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

 
　　　有価証券報告書及びその添付書類
　　　　　事業年度（第６４期）（自平成２１年４月１日　至平成２２年３月３１日）
　　　　　　　平成２２年６月２９日　　　　　近畿財務局長に提出
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 
　　該当事項はありません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

平成21年12月24日
株式会社　サッパボイラ
　　　取締役会　御中

東口公認会計士事務
所

公認会計士　東口喜代一　印
 
　私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の
状
況」に掲げられている株式会社サッパボイラの平成21年４月１日から平成22年３月31日
ま
での第64期事業年度の中間会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）に
係る中間財務諸表、すなわち中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算
書
及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作
成責
任は経営者にあり、私の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ
とに
ある。
　私は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、
私に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判
断を
損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい
る。中
間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して
行わ
れている。私は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な
基
礎を得たと判断している。
　私は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸
表
の作成基準に準拠して、株式会社サッパボイラの平成21年９月30日現在の財政状態並び
に
同日をもって終了する中間会計期間（平成21年４月１日から平成21年９月30日まで）の
経
営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め
る。
　会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 
(注)１.　上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、

その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。
(注)２. 中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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独立監査人の中間監査報告書
 

平成22年12月24日
株式会社　サッパボイラ
　　　取締役会　御中

東口公認会計士事務
所

公認会計士　東口喜代一　印
 
　私は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の
状
況」に掲げられている株式会社サッパボイラの平成22年４月１日から平成23年３月31日
ま
での第65期事業年度の中間会計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に
係る中間財務諸表、すなわち中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算
書
及び中間キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作
成責
任は経営者にあり、私の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ
とに
ある。
　私は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、
私に中間財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判
断を
損なうような重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めてい
る。中
間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監査手続を適用して
行わ
れている。私は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な
基
礎を得たと判断している。
　私は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸
表
の作成基準に準拠して、株式会社サッパボイラの平成22年９月30日現在の財政状態並び
に
同日をもって終了する中間会計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）の
経
営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認め
る。
　会社と私との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
 

以　上
 
(注)１.　上記は中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、

その原本は当社(半期報告書提出会社)が別途保管しております。
(注)２. 中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれておりません。
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